
「⽔防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく
江の川（下流）流域の減災に係る取組について

令和２年度 第１回協議会

江津市、川本町、美郷町、邑南町、島根県、
松江地方気象台、国⼟交通省中国地方整備局

江の川⽔系(下流)⼤規模氾濫時の減災対策協議会
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（１）令和元年度の実施状況
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■緊急行動計画の改定（平成31年1月29日）
平成30年7月豪雨を受けて、とりまとめられた委員会の答申（H30.12）を踏まえ、社会全体で洪水に備える「水防災
意識社会」を再構築する取組をさらに充実し加速するため、多くの主体の事前の備えと連携の強化の観点等より、
2020年（令和2年）度を目途に取り組むべき緊急行動計画を54項目に拡充。

平成30年5月31日 第４回 減災対策協議会
減災対策協議会の法定化・緊急行動計画への対応（地域の取組方針の見直し）等

■緊急行動計画（平成29年6月20日）
平成28年8月、台風10号等の一連の台風による豪雨災害（中小河川の氾濫）を受けて、とりまとめられた委
員会の答申（H29.1）を踏まえ、水防法改正に基づく協議会の設置、水害対応タイムラインの作成促進、要配
慮者利用施設における避難体制構築への支援、水害危険性の周知促進、防災教育の促進等の32項目をと
りまとめた。
※H29.12.1 中小河川等治水対策プロジェクトを設立し33項目に追加修正

平成27年12月 水防災意識社会再構築ビジョン

平成27年12月 社会資本整備審議会答申
「施設の能力には限界があり、施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意識を変革し、社会
全体で洪水氾濫に備える必要がある。

江の川水系（下流）大規模氾濫時の減災対策協議会のこれまでの経緯

平成27年9月 関東・東北豪雨災害（鬼怒川の洪水氾濫）

平成28年7月4日 第１回 減災対策協議会
『江の川水系（下流）大規模氾濫時の減災対策協議会』設立

平成29年5月24日 第３回 減災対策協議会
規約改定※1、平成28年度のフォローアップ 等

平成30年11月5日 第５回 減災対策協議会
平成３０年７月豪雨の振り返り（フォローアップ含む） 等

山間狭窄部に点在する小集落などの地形特性を踏まえ、各地域が連携し、住民自ら
避難行動をとることができる「江の川下流水害に強い地域づくり」を目指す。

取組方針
１．住民自らが危機を認識した的確な避難行動を行うための取組
２．氾濫特性を踏まえた効果的な水防活動
３．浸水を一日も早く解消するための排水対策

目標

令和元年5月31日 第６回 減災対策協議会
平成30年度フォローアップ・緊急行動計画への対応※2 等

令和2年5月29日 第８回 減災対策協議会

令和2年2月13日 第７回 減災対策協議会
令和元年度フォローアップ、規約改定※3 等

平成28年10月11日 第２回 減災対策協議会
『江の川(下流)流域の減災に係る取組方針(案)』策定

※1：邑南町の担当部局変更
危機管理課長⇒総務課長

※3：ダム部会の追加

※2：優先すべき検討課題
を５項目設定

４



国土交通省
浜田河川国道事務所
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浜田河川国道事務所減災対策協議会の開催

6



浜田河川国道事務所減災対策協議会の開催
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○教員の意向に沿い、授業に活用できる素材を整理した「防災授業の参考コンテンツ集」を作成し提供した。
○理科の防災授業の支援として出前講座を実施した。出前講座では、水害写真や洪水の映像を見せて水害の
恐ろしさを伝えた。防災授業は、小学校5年生を対象として行った。

■防災教育の促進：防災教育に関する支援を実施する学校を教育関係者等と連携して決定し、指導計画
の作成支援に着手 【理科の防災授業（出前講座）実施：川本小学校】

○浜田河川国道事務所が川本小学校へ提供した防災学習資料
を活用して、小学5年生を対象に防災授業で活用された。
○授業で活用できる素材を整理したコンテンツ集を作成した。

■成果

浜田河川国道事務所

令和元年 8月 2日 第1回協議 素材提供、今後のスケジュール
令和元年 8月29日 第2回協議 防災授業資料作成方針
令和元年 9月24日 第3回協議 防災授業資料の確認
令和元年 9月29日 防災授業（理科の授業 2コマ出前講座）

第1回協議（R1.8.2実施) 出前講座実施（R1.9.29実施)
■防災教育に関する協議~防災授業支援のセットを提供 

◆説明用パワーポイント

◆水害写真集

◆防災授業の参考コンテンツ集

国土交通省
より授業で
活用できる
機材を提供

防災教育や防災知識の普及

■今年度、情報提供（各市町に展開）
防災授業の参考コンテンツ集については各自治

体に提供（幹事会で提供）
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○社会の防災授業の支援として小学校5年生を対象に、出前講座を実施した。出前講座では、水害写真で水害
の恐ろしさを振り返りつつ、国や地域の取組について写真やイラストを使ってわかりやすく勉強する座学と、
ハザードマップを使いながら、身近な危険や避難について考えるグループワークを実施した。

■防災教育の促進：防災教育に関する支援を実施する学校を教育関係者等と連携して決定し、指導計画
の作成支援に着手 【社会の防災授業（出前講座）実施：川本小学校】

○浜田河川国道事務所が川本小学校へ提供した防災学習資料
を活用して、小学5年生を対象に防災授業で活用された。
○授業で実施できる避難に関するグループワーク資料を作成した。

○避難に関する小学生向けのワークシートの事例を提供する
予定。

■成果

浜田河川国道事務所

~小学生向けのワークシートの事例を提供 

令和元年 8月2日 第1回協議 素材提供、今後のスケジュール
令和元年 8月29日 第2回協議 防災授業資料作成方針
令和元年11月26日 第3回協議 ワーク内容の確認（2コマ目）
令和２年 1月27日 防災授業（社会の授業 出前講座2コマ）

出前講座（1コマ目 座学） 出前講座（2コマ目 グループワーク）
■防災教育に関する協議~グループワークで実施した内容 

①危険を知る ハザードマップを使い方、
確認方法を学ぶ ③避難のタイミングを考える 

河川の水位状況や気象警報を確認
し避難行動・タイミングを考える

防災教育や防災知識の普及

グループで考
えた避難経路
や気づきにつ
いて発表

身近な施設の
浸水深につい
てハザード
マップで確認

②避難を考える 避難所までのルート
を考えて避難の時の危険を確認する
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■洪水浸水想定区域内の定住外国人、観光客等を対象とした避難情報の提供 【定住外国人を対象にした易しい日本語での防災講座】

浜田河川国道事務所

－ 当日のスケジュールについて －
1. 受付
2. 開会挨拶
3. 防災講座（水害を知る、避難所・防災情報を知る）
4. アンケート
5. 閉会挨拶

２．開会挨拶

防災講座の内容

５．閉会挨拶

３．防災講座

レ 水害を知る
・パワーポイントによる説明
・洪水等映像を見て貰う

レ 避難所・防災情報を知る
・パワーポイントによる説明
・グループワークを行う

国土交通省 浜田河川国道事務所
大元副所⾧

グループワークの様子受講の様子

江津市
佐々木危機管理監

・この防災講座は、とても役に立
った。
・防災情報のことについて、たく
さん知ることが出来た。
・避難場所が何処にあるのか、よ
くわかった。
・今日の勉強は、面白くて、楽し
かった。

４．アンケート
（主な感想・意見等）

今回の防災講座に参加頂き、有り難う
御座います。

今日は、みなさんと一緒に、水害や避
難の情報を知るということについて、勉
強したいと思います。

こうしたことを通じ、外国人の方々が
江津市での生活を円滑に出来るよう願っ
ています。

皆さんが現在住んでいる江津市におい
ても、大きな洪水被害は十分起こりうる
場所です。

今日は、居住地周辺の避難場所や持っ
て行く物等を確認して貰いました。

いざと言う時は、そういったこと等に
ついて、質問・相談出来る人・場所に連
絡をとれるよう、準備しておいて下さい。

１．受付
〇参加者 防災について学びたい外国人住民

ベトナム人（２８名）、タイ人（２名）、
インドネシア人（２名）

〇開催者
・江津市（７名）、
・国土交通省 浜田河川国道事務所（２名）、
・パシフィックコンサルタンツ（株）

想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図に基づくハザードマップの作成・周知等
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浜田河川国道事務所排水作業準備計画の作成
■排水施設等の運用改善：国管理河川における長期間、浸水が継続する地区等において排水作業準備

計画を作成 【大規模氾濫時の排水作業準備計画（江の川・高津川）】

○大規模氾濫が発生した場合に、浸水被害を最小化するため、排水ポンプ車等を最大限に活用して、浸水
継続時間・範囲を速やかに低減させる排水作業準備計画の検討を行った。

○江の川（下流）。高津川の氾濫特性を踏まえ、排水ポンプ車等の配置場所を検討した上で、排水作業を
実施するために必要な排水作業事前準備ツールを作成した。
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多機関連携型タイムラインの検討 浜田河川国道事務所

 早期復旧を迅速かつ正確に行
うために、復旧活動の初期段
階の行動項目を新たに確認・
整理した。

タイムライン
（令和元年度版）

完成

発足式

完成式

第1回検討会

防災情報
（気象・河川）

社会基盤
（土木）

（ライフライン）

避難対応・
社会基盤

（交通・運輸）

大規模避難
・救助

広報・報道

タイムライン試行版
試行運用開始

令和元年 6/11

令和元年5/30（高津川）・
5/31（江の川（下流））

令和元年 7月頃 11月頃

令和元年 12/17

令和2年 1/16

 第1回検討会において、
タイムライン試行版
（素案）を提示し、
自機関の役割・ミッ
ションを確認した。

 水害シナリオに合わせた氾濫特性や被害状況を
把握しながら、対応すべき防災行動を確認した。

 テーマごとに議題を絞ることで、議論を活発化
させ、ブラッシュアップを図った。

 検討会およびグループワー
キングを踏まえて改善され
たタイムラインを用いて、
関係機関全体で確認をした。

① ②

④

第3回検討会

減災対策協議会
幹事会

 第1回検討会の結果を反映したタイムライン試行
版の試行運用を開始した。

令和元年 7/11

9/13 9/25 10/25

11/7 11/21

第2回検討会

令和2年 2/13

③

⑤

水害リスクマップを用いて
水害リスクを把握

水害リスクマップを用いて
水害リスクを把握

対応すべき防災行動を
関係機関間で議論

対応すべき防災行動を
関係機関間で議論

円卓形式で、全員が顔を合わせながら
「いつ」「誰が」「何を」

実施するのか確認

円卓形式で、全員が顔を合わせながら
「いつ」「誰が」「何を」

実施するのか確認

グループ
ワーキング

○平成30年7月豪雨を踏まえ、江の川（下流）および高津川の多機関連携による防災行動の見える化を目的と
した「水害タイムライン（TL）」を出水期に作成し、検討会（3回）およびグループワーキング（5回）を通
じてブラッシュアップを図っていった。
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令和2年2月13日（木）に、江の川下流域・高津川流域における防災関係機関等が連携し、事前の行動計画を検討する「江の川（下流）水害タイ
ムライン〈令和元年度版〉」、「高津川水害タイムライン〈令和元年度版〉」の完成式を開催しました。

当日は、江の川下流域の自治体である江津市、川本町、美郷町、邑南町や高津川流域である益田市のほか、国土交通省および島根県などの行政
機関、気象台、警察、消防、ライフライン、交通・運輸、報道など検討会構成機関の32機関、約50名が出席しました。

完成式では、中国地方整備局の河川部⾧の挨拶に続き、浜田河川国道事務所⾧により江の川（下流）及び高津川水害タイムラインの検討経緯を
報告しました。座⾧である松江工業高等専門学校環境・建設工学科広瀬准教授からはタイムラインの概要について説明いただき、出席された市
⾧・町⾧へタイムラインの手交が行われました。

各市町⾧からは、「事前防災行動だけでなく復旧初期段階（タイムラインレベル5以降）の行動項目を整理できたことで、被害の最小化に期待す
る」、「水害時に多機関で連携していく際の参考となる」、「今後タイムラインを活用しながら改善を継続していく」といった趣旨のご挨拶をい
ただきました。

式の最後には、気象台⾧が近年の台風や大雨による災害が激甚化している点に言及し、タイムラインが住民主体の避難行動に資するものとなる
点や災害後の振り返りや検証の重要性についてご挨拶をいただきました。

浜田河川国道事務所

【岩﨑河川部長挨拶】【開催状況】

【代表者集合写真】

高津川水害タイムライン 江の川（下流）水害タイムライン

【挨 拶】
江津市長 川本副町長 益田市長美郷町長 邑南町長

【手 交】

松江気象台長

【安野所長報告】
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松江地方気象台
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令和元年６月１２日より
〇台風の予報円及び暴風警戒域をより絞り込む改善
〇台風予報の信頼度をより的確に表現する改善

予報円の半径がこれまでよりも
平均して約20％小さくなった

○防災気象情報の改善（令和元年度実施）

松江地方気象台避難行動、水防活動に資する基盤等の整備
避難行動に資する情報提供設備の整備
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16

令和元年6月28日13時実施

大雨警報（土砂災害）の「危険度分布」の高解像度化

５kmメッシュ 1kmメッシュ

この高解像度化により住民の避難が必要な範囲をより適確に示すことが可能となり、市町村が避難
勧告等を発令する際の対象地域の絞り込みの判断を支援するとともに、住民の方々に一層の「我が
事感」をもって危険度の高まりを把握いただく等、避難行動の判断を支援します。

高解像度化前（5kmメッシュ）
高解像度化後（1kmメッシュ）

高
危
険
度

低
今後 情報等 留意

極めて危険 【警戒レベル４相当】
非常に危険 【警戒レベル４相当】
警戒 【警戒レベル３相当】
注意 【警戒レベル２相当】

大雨警報（土砂災害） 危険度分布
（土砂災害警戒判定メッシュ情報）

○防災気象情報の改善（令和元年度実施）

松江地方気象台避難行動、水防活動に資する基盤等の整備
避難行動に資する情報提供設備の整備
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松江地方気象台避難行動、水防活動に資する基盤等の整備
避難行動に資する情報提供設備の整備

○防災気象情報の改善（令和元年度実施）

令和元年１２月２４日より
〇危険度分布とリスク情報を重ね合わせて表示

浸水想定区域を
重ね合わせ

浸水想定区域を
重ね合わせ

    切替    切替

土砂災害警戒区域等

凡例 
表示

凡例 
表示

土砂災害
警戒区域等を
重ね合わせ 凡例 

表示
凡例 
表示

    切替    切替

「防災気象情報の伝え方に関する検討会」（事務局：気象庁、国土交通省水管理・国土保全局、
国土交通省砂防部）において、リアルタイムの大雨の危険度と併せ、自分が住んでいる場所の危険性も
同時に確認できるよう、「危険度分布」とリスク情報を重ね合わせて表示する方向性が示された。

住民の自主的な避難の判断や、市町村のより適切な避難情報の発令につながることを期待。
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島根県
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○Ｒ1年度の取組みとして、危機管理型水位計5基、簡易型河川監視カメラ12基を整備（R2.3運用）。
また、島根県水防情報システムに関するチラシを作成し県民へ広く周知を行った。

■洪水に対しリスクの高い箇所を監視する危機管理型水位計・簡易型河川監視カメラの整備

島根県避難行動・水防活動に資する基盤等の整備

江の川

斐伊川

邑南町

美郷町

高津川

津和野町

吉賀町

浜田市

江津市

大田市

飯南町
奥出雲町

雲南市
安来市

隠岐の島町

海士町

西ノ島町

知夫村

出雲市

益田市

松江市

H30危機管理型水位計（１６基）

R01危機管理型水位計（ ５基）

R01簡易型河川監視カメラ（１２基）

危機管理型水位計等設置位置図（島根県）

市町村名 河川名

川本町 三谷川

美郷町 沢谷川

邑南町 出羽川

津和野町 名賀川

吉賀町 高津川

市町村名 河川名 市町村名 河川名

松江市 佐陀川 奥出雲町 斐伊川

出雲市 新内藤川 飯南町 神戸川３

出雲市 神戸川 邑南町 出羽川

出雲市 神戸川２ 江津市 八戸川

雲南市 三刀屋川 江津市 都治川

雲南市 三刀屋川２ 益田市 今市川

R1危機管理型水位計（５基） R1河川監視カメラ（１２基）

川本町

島根県水防情報システムに関するチラシ

危機管理型水位計設置例

通行者へのお知らせ
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○関係機関と連携して水害（防災）教育の普及啓発に務めた。

■地域の洪水特徴を踏まえた水害（防災）教育の普及・充実

島根県

県・市町村職員向け
水防研修会の実施（島根県・松江地方気象台）

防災教育や防災知識の普及

日時 令和元年６月１６日（日）９ ００ １１ ００
場所 大田市役所４階 大講堂
対象 自主防災組織リーダー 約７０名
内容 防災気象情報と警戒レベル 松江地方気象台

水防情報の活用について 島根県河川課

自主防災組織リーダー向け
防災研修会の実施（島根県・松江地方気象台）

日時 令和元年６月７日（金）９ ００ １２ ００
場所 島根県庁６階 講堂
対象 県・市町村職員 約２５名
内容 水防法・島根県水防計画の概要 島根県河川課

防災気象情報の利活用 松江地方気象台

日時 令和元年６月２２日（日）
内容 ５段階の「警戒レベル」と避難のタイミングについて

日頃からの災害の備えについて
島根県が配信する各種防災情報の入手先について

新聞広報による情報発信
考える県政の掲載（島根県）

小中学生等や保護者を対象とした防災学習会（島根県）

日時 ①令和元年8月28日（水）、②11月12日（火）、③10月20日（日）
場所 ①平田保育園、②みなみ保育園、③横田中学校
対象 ①３ ５歳児約１３０名、②２ ５歳児約１３０名、③中学３年生保護者約６０名
内容 ①②紙芝居・避難する時の合言葉、③防災情報の入手・ハザードマップの活用

日時 令和元年１２月９日（月）
場所 ホテル一畑
対象 宅地建物取引業従事者 約８０名
内容 洪水浸水想定区域図の概要・入手方法

不動産関連業界団体への
水害リスクに関する情報の解説（島根県）
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江津市
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○江津市で外国人を対象とした防災講座を実施した。
○自分の家から近い避難所を確認し、避難経路や避難するための情報を地図やスマートフォンで確認した。
○今回の防災講座で使用した地図は、参加者が勤める企業で、壁にはりつけて使用することとなっている。

防災講座で使用した地図は、参加者が勤
める企業で、壁にはりつけて使用すること
となっている。日頃から防災に対する意識
づけを行うために、今回のような講座を定
期的に行う予定である。

■開催案内チラシ

■今後に向けて

江津市

■開催までの経緯
9月24日 江津市協議（第1回）
9月25日 開催日時の決定、会場の予約

10月29日 江津市協議（第2回）
11月11日 江津市・浜田河川国道事務所合同協議
11月下旬 対象企業リストアップ、開催周知・案内
12月12日 江津市・浜田河川国道事務所合同協議
12月中旬 参加者リスト、事前準備物の確認
12月21日 事前協議
12月22日 防災講座 開催

自分の家から近い避難所の確認 避難する道の確認 避難情報のサイトをダウンロードして登録

・防災講座、とても役に立った。
・避難するところがよく分かった。
・防災の情報をいっぱい知ることができた。
・いろいろな言葉が分かった。
・洪水と堤防について勉強になった。
・習うことは大切。
・今日の勉強はすごくおもしろかった。
・洪水のことを勉強してたくさん分かった。

■参加者の意見

■役割分担
・浜田河川国道事務所 案内チラシ、説明資料、運営支援
・江津市 会場予約、参加候補者リスト及び開催周知

当日の説明・運営

想定最大規模降雨における洪水浸水想定区域図に基づくハザードマップの作成・周知等
■洪水浸水想定区域内の定住外国人、観光客等を対象とした避難情報の提供

【定住外国人を対象にしたやさしい日本語での防災講座】
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（２）円滑かつ迅速な避難のための取組 江津市

■要配慮者利用施設における避難確保：避難確保計画の作成を進めるとともにそれに基づく避難訓練

を実施 【要配慮者避難確保計画の作成のための説明会】

要配慮者避難確保計画の作成のための説明会を以下の日時で実施。

日時 令和２年２月６日 14 00 16 00
場所 江津市総合市民センター ２Ｆ 会議室
内容 ①河川災害に備えて（浜田河川国道事務所）

②避難確保計画（洪水）作成の留意点について（島根県河川課）
③土砂災害に備えて（島根県砂防課）
④計画の提出方法について（江津市総務課）

出席 要配慮者利用施設24施設 28名が出席

■配布資料■開催の状況
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邑南町
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邑南町内の防災士を対象として、気象台予報官を
講師に招き研修会を実施。

【実施日】
令和元年６月２６日 １９：００～

【対象者】
邑南町内の防災士を対象として実施 参加者３７名

【場所】
田所公民館

【研修内容】
・防災気象情報の利活用について
・自主防災組織における避難行動要支援者独自名簿の作
成について

【目的】
気象防災の専門的な知識の習得及び災害発生時にお

ける自主防災組織の具体的な取り組みなどの学習をと
おし、防災士のスキルアップを目的として実施。

○小中学校などと連携した江の川（下流）水系の洪水の特徴を踏まえた水害（防災）教育の普及・充実

【邑南町】

①住民自らが危機を認識した的確な避難行動を行うための取組
防災教育や防災知識の普及 邑南町
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美郷町
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「逃げキッド」によるマイ・タイムラインの取組事例

美郷町洪水ハザードマップ
＜検討ツール『逃げキッド』＞

＜研修会の様子＞ ＜講師（進行役）＞

＜マイ・タイムライン作成の様子＞

令和元年6月29日に浜原地域連合自治会主催（講師：河川情
報センター）で、想定最大規模の洪水ハザードマップを活用し、
中国地方初となるマイタイムライン検討ツール「逃げキッド」を
使ったマイ・タイムライン研修会が開催されました。

マイ・タイムラインは、台風の接近等で、河川の水位が上昇す
る時に、自分自身がとる標準的な防災行動を時系列でとりまと
めるもので、「逃げ遅れゼロ」に向けた効果が期待されます。

美郷町における実施事例

進行役

美郷町
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川本町
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災害避難訓練の実施

【日時】
令和元年５月26日(日）

【参加自治会及び参加人数】
木路原自治会・・・47名、中新町自治会・・・40名
元町自治会・・・・54名、因原自治会・・・・127名

自治会参加者合計 268名
消防団・・・13名

【内容】
○江の川流域の自治会を対象に災害避難訓練を実施。
○役場災害対策本部との情報伝達訓練
○避難誘導、状況把握（避難世帯数、避難者数等の報告）
○自治会（自主防災組織）と消防団の連携による避難行動要支援者の避難確認
○避難所へ避難後、炊き出しの実施や災害備蓄品(簡易トイレ、段ボールベッド）の体験、を行っ
た。

＊土砂災害を想定した災害避難訓練を６月23日(日）に4自治会が参加し、実施した。

万が一の災害に備えるため、江の川の洪水を想定し、情報伝達訓練や避難訓練を実施

○自治会内の避難情報発令時の連
絡体制を確認することができた。
○避難場所及び避難経路を確認す
ることができた。
○役場対策本部と自治会との情報
伝達方法の確認ができた。
○災害対策本部における避難情報
発令時のマニュアルを確認した。
○防災知識の普及、啓発を
行った。

■成果

川本町
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（２）令和２年度の実施予定

• 住民向け防災計画作成支援（マイハザードマップ及びマイタイムラインの普及）
• 小学校を対象とした防災教育資料の普及
• 外国人への防災講座の運営支援
• 企業向け防災教育支援ツールの検討及び作成
• 排水作業準備計画に基づく排水訓練の実施
• 多機関連携タイムライン実施方針
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住民向け防災計画作成支援（マイ・ハザードマップ及びマイ・タイムラインの普及）

今年度の実施予定（案）

◆マイ・ハザードマップ及びマイタイムラインの実施支援資料の作成
(１)マイ・ハザードマップ及びマイ・タイムライン講習会開催案内パンフ（市町向け）の作成

昨年度 マイ・タイムライン講習会開催の
募集を行ったが希望市町がなかった。

講習会は市町負担が少なく開催できることの
説明資料の作成（今年度のみ国が支援）

(２) 『みんなでタイムラインプロジェクト』の各種コンテンツの『使い方』の説明資料作成

実施市町の選定
（1地域）

自治会⾧や防災リーダー
主導による作成支援資料

公表資料は地域情報が記載されていないため、
既存資料を活用し、地域のリスク情報を理解
できる資料を追加

モデル地区（１地区）との調整

マイ・タイムラインの説明資料作成

モデル地域における講習会実施

アンケート等を踏まえた資料の見直し

(３) 地域の水害危険性の説明資料の追加 『江の川（下流）を知る』
『高津川を知る』

マイ・タイムラインノート

活用動画

川本小学校防災教材 民間企業防災講座資料
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小学校を対象とした防災教育資料の普及
『昨年度の水防災教材成果』 今年度の実施予定（案）

（１）モデル校の助言を踏まえ、深化を図る

（２）個人向け防災計画作成支援ツール
（小学校版）の写真・イラスト追加

【生徒からの意見】

「避難のタイミングを
考えるワークシールを
貼るのが難しかった」

川本小学校用の水害
前後の写真等を作成

モデル校（川本小、吉田小、江津小）との調整

昨年度成果をモデル校用に加筆・修正
（空中写真、水害前後の写真、イラストの追加等）

試行授業及び授業後のヒアリング実施

必要に応じて、教材の見直し

台風の進路を確認する

過去の水害写真

32



外国人への防災講座の運営支援
『外国人のための日本語での防災講座』

【防災講座資料】
■ワークシート（避難をしる、危険をしる）
■大判地図 （危険をしる、逃げる場所をしる）
■ワークシート（逃げる場所をしる）
■ワークシート（逃げるための情報をしる 

川の防災情報（ＰＣ版）の案内）

◆昨年度成果をスマホで活用できるように
解説資料の追加を図る

●雨量・水位観測所のＱＲコードを記載した資料追加

簡易検索
による

活用促進

●雨量・水位情報の理解促進のための資料を追加

解説 英語+漢字
（ルビ・ひらがな）

●観光庁の「Safety tips」の解説資料の追加

【画面遷移の追加】

防災講座実施箇所（２箇所）の調整

防災講座の意見を踏まえた資料の見直し

昨年度成果の解説資料の追加

今年度の実施予定（案）
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企業ＢＣＰ作成支援ツールの検討および作成
『防災講座（２企業）』

【防災講座資料】
■水害を知る
■防災情報の入手方法を知る

今年度の実施予定（案）

◆昨年度成果を活用し、ＢＣＰ作成促進のための資料追加

自企業の水害リスクを認知し、想定被害をイメージできる資料追加

防災講座の実施（大企業 １社）、記者発表

自社で実施可能な対策例（事前・事後）の資料追加

●事前対策用
【自社で実施可能な対策例の提供】

・台風第19号の被災自治
体の商工会議所におけ
る対応事例を踏まえ、
被災直後の『罹災証明
書（写真含）』が重要
との助言を踏まえた説
明資料を作成する。

【チェックシート例】

【自企業の水害リスク認知資料の追加】

ハザードマップから
自社の浸水深を確認し、
想定被害をイメージ
できる資料の作成

・事前対策チェックシート
を作成する。

・止水板、非常用電源等の
取り組みやすい浸水対
策製品等の紹介資料を
作成する。

●事後対策用

防災講座の意見を踏まえた資料の見直し
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• 『平成27年9月関東・東北豪雨』における対応を受け、「水防災意識社会」再
構築に向けた取組として、全国的に長期にわたり浸水が継続する地域など
において排水ポンプ車等を最大限に活用した排水作業準備計画を作成す
ることが必要となっています。

• 河川国道事務所では、管内の排水作業を実施する際に必要となる排水作
業準備計画図や排水作業事前準備ツール等を作成しました。

背景・必要性

•排水ポンプ車の規格等をもとに排水ポンプ車の配置条件を整理し、
排水ポンプ車等の配置可能箇所の状況を整理して、排水作業準備計
画図を作成しました。

排水作業準備計画図の作成 運用に向けたツールの整備

•発災時の状況を踏まえた排水ポンプ車等の
配置場所の伝達を行うための『排水作業事前
準備ツール』を整備しました。

• 今後は訓練または災害
対応後のふりかえり（検
証）を通じて、課題を抽
出し、排水作業準備計
画の見直しを行います。

今後の取組

• 浸水継続時間や浸水深
• 排水元の分類（水路、道路等）
• 堤防天端の幅
• 留意事項等を記載

照 明 車

9m

排水ポンプ車

18m

設営
スペース ライトバン

1
.7

m

4.4
m

1.
7
m

燃料補給車

4.7m

排水
ポンプ車

5m
以

上
※

18m

設営
スペース

燃料補給車燃料補給車燃料補給車

約50m

2.1m

6.7m

2.4m

8.5m

排水作業準備計画図
排水作業者

排水作業事前
準備ツールツール使用者

決壊地点、
現地状況等
を入力

排水作業
位置の選定

排水ポンプ車
をどこに誘導
すべきか…？

排水作業位置
等を確認

排水ポンプ車

平成30年7月豪雨時
における排水作業

※：排水活動時の作業内容等に
ついて確認し、排水ポンプ車が
配置可能か確認を行う。

排水ポンプ車等の排水作業を実施する際に必要な設営スペース

排水ポンプ車配置条
件

排水作業準備計画に基づく排水訓練の実施
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江の川（下流）・⾼津川⽔害タイムライン

完成式

江の川（下流）・高津川水害タイムライン検討会江の川（下流）・高津川水害タイムライン検討会

事務局確認事務局確認

• 意見確認
• タイムラインの課題抽出
• 追加・削除項目の確認

④水害タイムライン運用方法②水害タイムライン概要版 ③水害タイムライン詳細版①水害タイムライン解説版

令和２年度 事務局会議

令和２年度 第１回検討会

令和２年度 第２回検討会

江の川（下流）・高津川水害タイムライン（案）（令和２度版）意見照会

タイムラインの概要説明、運用方法の確認（見直し）

運用（出水期）

出 水

令和2年2月13日

令和2年6月

タイムラインの検証

運用における課題の共有

令和2年11月

課題を反映した成果の確認

令和3年1月

• 運用における課題を踏まえたタ
イムラインの検討

今年度の実施予定（案）

令和２年度の更新の方向性確認
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（３）ダム検討会その後の経過（協定締結）



江の川水系（下流）大規模氾濫時の減災対策協議会 ダム部会
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江の川水系（下流）大規模氾濫時の減災対策協議会 ダム部会
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江の川水系（下流）大規模氾濫時の減災対策協議会 ダム部会
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【検討事例】ダム部会
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【検討事例】ダム部会



浜田河川国道事務所

「江の川水系（下流）大規模氾濫時の減災対策協議会 第１回 ダム部会 」開催概要
８７中国

【概要】

既存ダムの洪水調節機能の強化を目的とした第１回ダム部会を令和２年３月２３日にWeb会議にて開催しました。

既存ダムの洪水調節機能強化に向けた取組についての全体概要、江の川水系（下流）大規模氾濫時の減災対策協議会規約改正、ダム部会設置要綱、事前放流に

関するガイドライン等について説明しました。 また、浜原ダム、八戸ダムの貯留施設の概要について、共有しました。さらに、貯留施設の機能強化について（事前放流

等の取組について）協議を行いました。

【主な発言】

○治水協定ついて
【県庁】
• 部会員と治水協定は同じメンバーか。
【事務局】
• 治水協定のメンバーは今後調整する。
【企業局】
• 部会は江の川上下流で別々に立ち上げているが、治水協定は

上下流を統一したものになるのか。
【事務局】
• 治水協定は統一する。

開催日：令和2年3月23日（月）

場所：島根県庁、島根県浜田県土整備事務所、島根県企業局西部事務所

参加機関：島根県、島根県浜田県土整備事務所、島根県企業局西部事務所、中国電力(株)、浜田河川国道事務所

企業局西部事務所の状況 県庁の状況 浜田県土整備事務所の状況

○検討対象ついて
【事務局】
• 検討対象としては、八戸ダム、浜原ダムである。

○検討目標ついて
【事務局】
• 出水期までを目標とする。
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1 
 

 

江の川水系治水協定 

 
 一級河川江の川水系において、河川管理者である国土交通省並びにダム管理者及び
関係利水者（ダムに権利を有する者をいう。以下同じ。）は、「既存ダムの洪水調節機
能の強化に向けた基本方針」（令和元年12月12日 既存ダムの洪水調節機能強化に
向けた検討会議決定）（以下「基本方針」という。）に基づき、河川について水害の発
生の防止等が図られるよう、下記のとおり協定を締結し、同水系で運用されているダ
ム（以下「既存ダム」という。）の洪水調節機能強化を推進する。 

 
 

記 
 
１．洪水調節機能強化の基本的な方針 
・既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用するにあたり、洪水調節容量を使
用する洪水調節に加えて、事前放流及び時期ごとの貯水位運用（以下、「事前放流
等」という。）により一時的に洪水を調節するための容量を利水容量から確保す
る。 
 なお、この取組によって水害の発生を完全に防ぐものではないため、引き続き水害
の発生を想定したハード･ソフト面の対応が必要である。 
・既存ダムの洪水調節機能強化のための方策として、２．に基づき、事前放流等を実
施する。 
・この協定の対象とする既存ダムの洪水調節容量及び利水容量のうち、洪水調節に利
用可能な容量（以下、「洪水調節可能容量」という）は、別紙の通りである。な
お、洪水調節可能容量については、各ダムの状況に応じて増量等が可能なもので
あり、見直した場合は別紙をあらためて共有する。 
・この協定に基づく事前放流等は、洪水調節可能容量を活用し、この容量の範囲にお
いて行うこととする。 
・時期ごとの貯水位運用としては、既存ダムの利水容量から水利用への補給を行う可
能性が低い期間等にその期間を通じて事前放流をした状態と同等の状態とすると
きは、当該期間において水位を低下させた状態が保持されるように貯水位の運用
を行うこととする（該当ダムと当該期間及び当該水位低下により確保可能な容量
は別紙の通り）。 
・河川管理者である国土交通省中国地方整備局は、この協定に基づき、ダム管理者と
連携して、水系毎にダムの統一的な運用を図る。 
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２．事前放流の実施方針 
・河川管理者である国土交通省中国地方整備局は、気象庁から江の川水系に関わる
「台風に関する気象情報（全般台風情報）」「大雨に関する全般気象情報」のいず
れかが発表されたとき、又は、これらの気象情報が未発表ながらも近隣の他水系
で事前放流が開始された場合など必要であると判断したときは、ダム管理者へそ
の旨を情報提供し、事前放流を実施する態勢に入るよう伝える。 
・中国地方整備局は、気象情報や河川の状況を総合的に判断し、対応が不要と判断し
たときは、ダム管理者へ事前放流を実施する態勢を解除するよう伝える。 
・ダム管理者は、本実施方針に基づき、事前放流を実施するものとする。実施にあた
っては、（３）に定めるルールに従うとともに、河川管理者、関係利水者及び関係
地方公共団体と連絡を取り合い、情報共有を図るものとする。 

 
（１）事前放流の実施判断の条件 
・事前放流は次に掲げる場合に実施することを原則とする。 
国土交通省が気象庁の予測を基に提示するダムごとの上流域予測降雨量が別紙に
定めるダムごとの基準降雨量以上である場合。 

 
（２）事前放流の量（水位低下量）の考え方 
・事前放流の量（水位低下量）は、洪水調節可能容量の範囲において、次のとおりと
することを原則とする。 
基本方針に基づき国土交通省が策定した「事前放流ガイドライン」に示される方
法により設定したもの。 

・上記の量の算定にあたっては、国土交通省が提示するダムごとの上流域予測降雨量
の更新に応じて、その量を見直すことが望ましい。 

 
（３）事前放流のルールの策定 
・事前放流については、操作規則･施設管理規程･操作規程等に基づき、その開始基
準、中断基準等を規定する実施要領を作成して実施することを原則とする。操作
規則･施設管理規程･操作規程等の変更が必要な場合は河川法等の所定の手続きに
則り行うものとする。 

 
３．緊急時の連絡体制の構築 
・河川管理者、ダム管理者、関係利水者及び関係地方公共団体の間で、緊急時に、常
に即時かつ直接に連絡を取れるよう、責任者及び連絡方法を明らかにして共有す
る。 
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４．情報共有のあり方 
・河川管理者、ダム管理者、関係利水者及び関係地方公共団体の間で、事前放流を実
施する態勢に入る場合には、以下に掲げる情報を随時それぞれの方法により共有
する。 

 
情報 方法 

既存ダムの貯水位、流入量、放流量
（リアルタイムの値） 

各者が、国土交通省の共有システムを
利用（掲示･閲覧） 

事前放流を実施するにあたっての気象
情報（降雨予測手法等） 

ダム管理者が、気象庁から発表される
気象情報（降雨予測手法等（GSM･
MSM等））のいずれを利用しているか
について、中国地方整備局（河川管理
者）へ情報提供(集約) 

既存ダムの下流の河川水位 各者が、国土交通省の共有システムを
利用（掲示･閲覧） 

避難に係る準備･勧告･指示の発令状況 各者が、島根県・広島県の防災情報サ
イト等を利用（掲示･閲覧） 

 
５．事前放流により深刻な水不足が生じないようにするための措置 
・事前放流の実施後、２．（２）に則り低下させた貯水位が回復せずダムからの補給
による水利用が困難となるおそれが生じた場合、河川管理者は水利用の調整に関
して関係利水者の相談に応じ、必要な情報（ダムの貯留制限の緩和の可能性、取
水時期の変更の可能性など）を提供し、関係者間の水利用の調整が円滑に行われ
るよう努める。 

 
６．洪水調節機能の強化のための施設改良が必要な場合の対応 
・効果的な事前放流（限られた期間にできる限りの放流をすること）を行う上では放
流設備の放流能力が小さく制約がある等の場合に、施設改良をすることにより本
水系の洪水調節機能強化に一定の効果が認められるダムについては、河川管理者
と当該ダム管理者及び関係利水者が協働し、別途作成する工程表に則って必要な
対応を進めていくこととする。 

 
７．その他 
・この協定に定める事項は、本水系の河川整備計画の点検時等にあわせて効果の検証
や内容の点検を行い、必要に応じて見直しを行う。 
・この協定に定めのない事項又は疑義の生じた事項については、河川管理者、ダム管
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理者、関係利水者で協議して定める。 
 
 
 この協定締結の証として、本書１８通を作成し、各者は記名押印の上、各自1通
を保有するものとする。 
 
 
 

令和２年５月２９日 
 
 

 
国土交通省中国地方整備局浜田河川国道事務所長      

 
 
 
 
 

国土交通省中国地方整備局三次河川国道事務所長      
 
 
 
 
 

国土交通省中国地方整備局土師ダム管理所長      
 
 
 
 
 

農林水産省中国四国農政局中国土地改良調査管理事務所長      
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島根県土木部長      
 
 
 
 
 

広島県土木建築局長      
 
 
 
 
  

島根県企業局長      
 
 
 
 
 

広島県公営企業管理者      
 
 
 
 
 

広島市水道事業管理者      
 
 
 
 
  

三次市水道事業 三次市長      
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庄原市水道事業 庄原市長      
 
 
 
 
 

安芸高田市長      
 
 
 
 
 

北広島町水道事業 北広島町長      
 
 
 
 
 

世羅町長      
 
 
 
 
 

広島中部台地土地改良施設管理組合管理者      
 
 
 
 
 

三次市土地改良区 理事長      
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中国電力株式会社 東部水力センター所長      
 
 
 
 
 

中国電力株式会社 西部水力センター所長      
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別紙 

 
 

ダム 洪水調節容量 

（万m3） 

洪水調節可能容量※ 

（万m3） 

基準降雨量 

（mm） 

土師ダム 3,150.0    738.9 177     
灰塚ダム   3,800.0   1,189.0 357     
八戸ダム   2,000.0     320.0 225     
庄原ダム     42.0     18.1 162     
浜原ダム      0.0    572.1 94     
目谷ダム      0.0      5.6 － 
高暮ダム      0.0   1,729.0 68     
沓ヶ原ダム      0.0     38.6  68     
板木ダム      0.0     0.0 － 

  ※水利用への補給を行う可能性が低い期間等において水位を低下させた状態とする貯水池運用を行うことにより確保可

能な容量を含む 

 
  

 

ダム 

 

水位を低下させた状態とする 

貯水位運用を行う期間 

水位を低下させた状態により 

確保可能な容量 

（万m3） 

目谷ダム ６月１５日～１０月２０日       5.6 
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別 紙  

治水協定補足事項 
 
 
【用語の定義】 
 
 洪水調節可能容量： 
 

洪水調節可能容量は、一定の条件のもとで放流設備等を使用し、事前放流により確保できる容

量や水利用への補給を行う可能性が低い期間等において水位を低下させた状態とする貯水池運

用を行うことにより確保可能な容量を含む最大の容量である。 
一方、実際の洪水時に事前放流により確保できる容量は、当該ダム下流の河川における流下能

力、下流河川利用者の安全の確保、放流設備の能力、堤体及び貯水池の法面の安定を確保できる

水位低下速度等を考慮して設定する必要がある。 
このため、洪水調節可能容量と実際の洪水時に事前放流により確保できる容量とは異なる。 
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（４）流域治水プロジェクトについて
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気候変動の影響と脆弱な国土条件

流域治水プロジェクトについて
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近年、毎年のように全国各地で自然災害が頻発

流域治水プロジェクトについて
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令和元年東日本台風による国管理河川の状況（降雨、流量）

※数値は、速報値（R2.1時点）であり、今後変更となる場合がある。
※流量はダム・氾濫戻し。雨量は、対象降雨の継続時間の基準地点上流域の平均雨量。

流域治水プロジェクトについて

56



気候変動の影響と治水計画の見直しについて

流域治水プロジェクトについて
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あらゆる関係者により流域全体で行う「流域治水」への転換

流域治水プロジェクトについて
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あらゆる関係者により流域全体で行う「流域治水」への転換

流域治水プロジェクトについて
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◆現状の整備水準では、気候変動により激甚化・頻発化する水災害に対応できない。
   行政 行 防災対策 国民       示    必要 

◆令和元年東日本台風 甚大 浸水被害 生  ７水系    対策のみならず、
全国 一級水系    早急 実施   流域全体での対策の全体像を示し、
ハード・ソフト一体となった事前防災対策を加速。

◆ 過去 実績 基        気候変動   降雨量 増加などを考慮したもの」
  計画 見直  抜本的 対策 着手 

課題

対応

全国7水系における「緊急治水対策プロジェクト」 全国の各河川で「流域治水プロジェクト（仮称）」を公表

◆全国の一級水系を対象に、早急に実施すべき具体的な治水対策の
全体像を、都道府県や市町村と連携して検討し、国民にわかりやすく提示。

◆令和元年東日本台風（台風第19号）により、甚大な被害が発生した7水系におい
て、国・都県・市区町村が連携し、今後概ね5～10年で実施する
ハード・ソフト一体となった「緊急治水対策プロジェクト」に着手。

事業費 期間 主な対策メニュー

阿武隈川上流

阿武隈川下流

鳴瀬川 吉田川 約271億円
令和6年度

まで
【ハード対策】　河道掘削、堤防整備
【ソフト対策】　浸水想定地域からの移転・建替え等に対する支援　等

荒川 入間川 約338億円
令和6年度

まで
【ハード対策】　河道掘削、遊水地整備、堤防整備
【ソフト対策】　高台整備、広域避難計画の策定　等

那珂川 那珂川 約665億円
令和6年度

まで
【ハード対策】　河道掘削、遊水地整備、堤防整備
【ソフト対策】　霞堤等の保全・有効活用　等

久慈川 久慈川 約350億円
令和6年度

まで
【ハード対策】　河道掘削、堤防整備
【ソフト対策】　霞堤等の保全・有効活用　等

多摩川 多摩川 約191億円
令和6年度

まで
【ハード対策】　河道掘削、堰改築、堤防整備
【ソフト対策】　下水道樋管等のゲート自動化・遠隔操作化　等

信濃川

千曲川

合計 約5,424億円

水系名 河川名

信濃川

阿武隈川

緊急治水対策プロジェクト
（概ね５～１０年で行う緊急対策）

約1,840億円
令和10年度

まで

約1,768億円
令和9年度

まで

【ハード対策】　河道掘削、遊水地整備、堤防整備
【ソフト対策】
　支川に危機管理型水位計及びカメラの設置
　浸水リスクを考慮した立地適正化計画展開　等

【ハード対策】　河道掘削、遊水地整備、堤防整備
【ソフト対策】
　田んぼダムなどの雨水貯留機能確保
　マイ・タイムライン策定推進　等

【イメージ】 ○○川流域治水プロジェクト

高潮対策

遊水地整備

堤防整備

ダム再生

霞堤の保全

河道掘削
樹木伐採

■河川対策
・堤防整備、河道掘削
・ダム再生、遊水地整備 等

■ソフト対策
・水位計・監視カメラの設置
・マイ・タイムラインの作成 等

■流域対策（集水域と氾濫域）
・下水道等の排水施設、雨水貯留施設の整備
・土地利用規制・誘導（災害危険区域等） 等

★戦後最大（昭和XX年）と同規模の洪水を安全に流す

★ …浸水範囲（昭和XX年洪水）

災害危険区域
の指定

雨水貯留施設
の整備

排水施設の
整備

（対策メニューのイメージ）

※令和2年3月31日 HP公表時点

今後の治水対策の進め方（イメージ）

緊急治水対策プロジェクト
（甚大な被害が発生した ７水系）

流域治水プロジェクト(仮称)
全国河川 において早急に実施すべき

事前防災対策を加速化

気候変動の影響を
反映した

抜本的な治水対策
を推進

河川整備計画
等の見直し

「流域治水プロジェクト （仮称）」 に基づく事前防災の加速

～事業の必要性・効果等をわかりやすく提示～

流域治水プロジェクトについて
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「水害に強い地域づくりのための移転集約ＷＧ（仮称）」設立趣旨

61

江の川は唯一陰陽を隔てる中国山地を貫流し、広島・島根の２県をまたぐ中国地方最大の河川、別名「中国太郎」
と呼ばれています。
河口の狭小な沖積平野（江津市街地）と上流盆地（三次市街地）に人口資産が集中し、その間の山間狭窄部は河
岸段丘に小集落が点在しています。
その江の川下流部の山間狭窄部は、堤防が低い区間が多数あり、家屋が浸水する前に小集落間の道路が浸水
し移動が出来なくなるため、早めの避難誘導や安全な避難場所の確保等が重要となってきます。
こうした背景や経緯を踏まえ、江津市、川本町、美郷町、邑南町、島根県、河川管理者等からなる協議会を設置し
て、減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一体的、計画的に推進する「江の川水系（下流）大規模氾濫
時の減災対策協議会」を設立します。

「江の川水系（下流）大規模氾濫時の減災対策協議会」設立趣旨 ※一部抜粋

「水害に強い地域づくりのための移転集約ＷＧ（仮称）」設立趣旨(案）

江の川下流部の山間狭窄部は、堤防が低い区間が多数あり、
過疎化等の影響により集落人口・資産の減少が進行していま
す。一方、河川事業である「土地利用一体型水防災事業」に加
えて、事業の加速化及び集約化を推進するためには、まちづく
り事業と連携して行う住宅等の移転集約について検討する必
要があります。
こうした背景を踏まえ、江津市、川本町、美郷町、邑南町、島
根県、国（河川管理者）等からなる「水害に強い地域づくりのた
めの移転集約ＷＧ（ワーキンググループ）（仮称）を設置して、
減災に向けたさらなる取り組みを推進します。

まちづくり（ハード・ソフト）施策
・コンパクトシティ

・小さな拠点づくり など

連携

防災に関する施策
・防災集団移転促

進事業
・河川沿いの小集

落の集団移転

水防災に関する施策
・土地利用規制や

居住誘導
・災害ハザードエリア

からの事前移転

連携のイメージ（施策の例）



（５）今後のスケジュール
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令和２年５⽉２９⽇ 令和２年度第１回協議会

今後のスケジュール（案） （令和2年度協議会）

令和３年２⽉ 令和２年度第２回協議会

令和３年１⽉ 令和２年度第２回幹事会 令和２年度の取組状況、令和３年度の取組確認、
調整事項等

幹事会で設定したテーマ別に役割分担やスケ
ジュールについて合意形成を図る

（テーマ例）
・住⺠向け防災計画作成支援
（ﾏｲ･ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ及びﾏｲ･ﾀｲﾑﾗﾝの普及）
・小学校を対象とした防災教育の促進
・外国人への防災講座の運営支援
・水害対応版企業向BCP作成支援
・多機関連携タイムラインの運用・振り返り
（検討会３回予定は状況に応じて設定）

・排水作業準備計画に基づく排水訓練の実施
等

令和元年度の取組状況（フォローアップ）、
令和２年度の取組確認 等

・・・ 令和２年度の取組状況、令和３年度の取組確認、
調整事項等

令和２年6〜7⽉頃 各メニューの調整

令和２年9〜10⽉頃 取組実施予定

令和２年10〜令和３年1⽉頃 取組実施予定

※ヒアリングを踏まえて各メニューの開催は適切な時期に実施

※ヒアリングを踏まえて各メニューの開催は適切な時期に実施

江の川（下流）流域

・・・

・・・
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各機関毎
各機関毎
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